
建設業における下請取引の適正化に関する通報制度について
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 (通報制度の概要）
　　労働基準監督機関による監督指導の結果、労働基準法第24条違反（賃金不払）等が認められ、当該違反の背景に元請業者による建設業法第19条３（不当に低
い請負代金の禁止）等に違反する行為が存在しているおそれのある事案を把握した場合、下請業者の意向を踏まえつつ、かつ、秘密保持に万全を期した上で、こ
れらの違反行為に対する指導を担当する国土交通省に当該事案を通報するもの。

 (通報制度実施の経緯）
    平成20年８月29日、「「安心実現のための緊急総合対策」に関する政府・与党会議、経済対策閣僚会議合同会議」において決定された「安心実現のための緊急
総合対策」において、下請事業者対策を強化することとされたことから、下請事業者の保護のための連携を図るために本件通報制度を実施。






	（ポンチ絵）建設業の下請取引の適正.pdf
	基監発第0216004号.pdf

